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56.2 72.7
59.8 74.2
59.8 78.1
62.0 79.3
63.5 79.5
60.1 76.8
54.7 73.2
57.5 72.1
55.7 66.9
55.8 71.6
56.4 60.7
50.0 54.9
50.3 49.6

／ 定例経済指標
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76.8 56.3
73.2 55.3
72.1 55.2
66.9 56.0
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54.9 52.8
49.6 51.8
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年後半には、政策効果の弱まり、ドル高、金融環
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生産

総合

新規受注

非鉄の１業種と前月

った。 

指摘がほとん

指摘した。コンピュータ

減速の兆しを

一部閉鎖に関

、貿易戦争の継続、人手不足の一段の強まり等によるコストの上昇、ＥＵや日本との通商交渉

拡大モメンタムのピークアウト

米国では減税や歳出の拡大

を背景に、雇用・所得・保有資産残高の増加等による個人消費の拡大が見込まれ、米景気は

年後半には、政策効果の弱まり、ドル高、金融環

高い水準から、徐々に低下
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定例経済指標レポート

生産

総合

新規受注

の１業種と前月の６業

んどみられな

コンピュータ

を報告した。

関しては、食

、貿易戦争の継続、人手不足の一段の強まり等によるコストの上昇、ＥＵや日本との通商交渉

拡大モメンタムのピークアウト

減税や歳出の拡大

米景気は 19 年半ば

年後半には、政策効果の弱まり、ドル高、金融環

から、徐々に低下
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